







            Discussion Paper No.10 
 
            日本近世史における 
        共同体研究の意義と課題 
 
                       大阪市立大学経済学部 
 
               大島真理夫 




























    共同体研究の意義と課題 
 
 
                                                   大阪市立大学経済学部 
























































































はせぬか」と批判した（１４）が、この批判は 70 年代から 80 年代への近世農村史研究
の変化を端的に表現していたと思う。すなわち、例えば共同体というような、佐々









































































































































































































































































































































(7) 西川、前掲書（注 1）、中村、前掲書（注 1）、木村礎『日本村落史』（弘文
堂、1978 年）など。 
(8) 国家史研究の業績としては、原・峰岸・佐々木・中村編『大系・日本国家史』
（東京大学出版会、1975 ｰ 76 年）。   
(9)  水林彪「近世の法と国制研究序説ー紀州を素材としてー（６・完）」（『国家
学会雑誌』95 巻 1･2 号、1982 年）の批判。 
(10) 芝原拓自『所有と生産様式の歴史理論』（青木書店、1972 年）。 
(11)  佐々木潤之介『幕末社会論』（塙書房、1969 年）。深谷克己「幕藩制におけ
る村請制の特質と農民闘争」『歴史学研究』1972 年度大会報告集。 
(12) 水本邦彦『近世の村社会と国家』（東京大学出版会、1987 年）。 
(13) 薮田貫『国訴と百姓一揆の研究』（校倉書房、1992 年）。 
(14) 佐々木潤之介「1987 年度日本史研究会大会報告批判」『日本史研究』309 号、
1988 年 5 月、52 ページ。 
(15) 同前、51 ページ。  
(16) 同時に、本書に集録されている井ケ田良治報告に述べられているような京都
と東京の学風の違いも反映している。私には、水本邦彦の村社会論は戦前の牧健二
の議論（「我が国近世の村落団体の起源」『法学論叢』34 巻 6 号、「中世末期二お
ける惣村観念の成立」『経済史研究』16 巻 1 号）を正統的に受け継いでいると思え
てならない。 
(17) 白川部達夫『日本近世の村と百姓的世界』（校倉書房、1994 年）9 ページ。
〔 〕内は大島。 
(18) 『歴史公論』4 巻 6 号、1978 年 6 月。なお、元地主の権限が留保されている
多様な質地慣行については地租改正との関連で丹羽邦男『形成期の明治地主制』（塙
書房、1964 年）がつとに指摘している。 
(19) 『古文書研究』23 号、1984 年 12 月。 
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(20) 白川部達夫「近世質地請戻し慣行についての覚書」『日本史研究』371 号、








(21) 『歴史学研究』552 号、1986 年 6 月。白川部、前掲書（注 18）に所収された。 
(22) 落合延孝「世直しと村落共同体」『歴史学研究』1982 年度大会報告特集号。 
(23) 同「近世村落における贈答慣行と融通ー碓氷郡東磯部村の事例を通してー」
『群馬大学教養部紀要』22 巻､1988 年。 
(24) 同「世直しと質物の返還ー上野国甘楽郡国峰村を中心としてー」『群馬大学
教養部紀要』23 巻、1989 年。 
(25) 神谷、前掲論文（注 20）。 
(26) 江藤彰彦「近世村落と土地所持慣行」九州大学『経済学研究』59 巻 3･4 号、
1994 年 3 月）。 
(27) 渡辺尚志「近世村落共同体に関する一考察ー共同体の土地への関与の仕方を
中心にー」『歴史評論』451 号、1987 年 11 月。同『近世の豪農と村落共同体』東京
大学出版会、1994 年、に所収。 
(28) 関口博巨「近世関東の「村」と百姓土地所持ー武州志多見村を中心にー」『歴
史学研究』628 号、1992 年 1 月。 
(29) 大塚英二「近世期地主小作関係に対する村共同体の関与についてー主に遠州
地方の事例からー」『歴史の理論と教育』85 号、1992 年 11 月、同「近世後期の郷
地賄についてー遠州地方の事例からー」『ヒストリア』143 号、1994 年 6 月、など。
引用は、『ヒストリア』論文、27 ﾍﾟｰｼﾞから。 
(30) E.P.Thompson, “Moral Economy of the English Crowd in the Eighteenth 





(33) 丹羽邦男『土地問題の起源ー村と自然と明治維新ー』平凡社、1989 年。 
(34) 安丸良夫「困民党の意識過程」『思想』726 号、1984 年 12 月、96 ﾍﾟｰｼﾞ。な
お、それ以前に、大舘右喜『幕末社会の基礎構造ー武州世直し層の形成ー』（埼玉











Scheiner, “Benevolent Lords and Honorable Peasants: Rebelion and Peasant 
Consciousness in Tokugawa Japan”, in Japanese Thought in the Tokugawa Period 
 1600-1868: Methods and Metaphers, eds. Tetsuo Najita and Irwin Scheiner, 
Chicago and London: Chicago University Press, 1978, がある。 
 私も、「請戻し」と「取戻し」には飛躍があると思う。その点で、落合が紹介し
た、上州甘楽郡国峯村田村家の事例は興味深い〔落合、前掲論文（注 24）〕。すな
わち、慶応 4 年 2 月 25 日の打毀しで 644 両 1 朱の質物を無償返還したが、その後、









果の否定としてしか、理解されていない。   
(36) F.A.Hayek ed., Capitalism and the Historians, Chicago： The University 
of Chicago Press, 1954. 
 それ以前に、同様の認識を示していた、日本人学者がいた。猪谷善一「マルクス
学説一批判として観たる英国産業革命の特殊性」（東京商科大学卒業論文、1923 年）。
猪谷については、大島真理夫「猪谷善一の経済史観（1923 ｰ 1928 年）に関する覚え
書き」大阪市大『経済学雑誌』95 巻 3･4 号、1994 年 11 月、を参照。 
(37)  トマス・Ｃ・スミスは、日本近世の農民たちの鋭敏で、節約的な時間観念を
明 ら か に し た （ T.C.Smith, Native Sources of Japanese Industrialization: 
1750-1920, Berkeley and Los Angels: University of California Press,  1988, 
chap.9. その邦訳、大島真理夫訳『日本社会史における伝統と創造ー工業化の内在








張しており（E.P.Thompson,“Time, Work-Discipline, and Industrial Capitalism
”, Past and Present, 38, Dec.1968.）、スミスはそれを批判したのである。モラ
ル・エコノミー論的議論には、共通点があるようである。 
(38) E.P.Thompson, "Moral Economy", p.129.  
(39) 佐々木、前掲論文（注 35）は、その点を強調した上で、さらに全国的展開の
可能性を探った。 
(40)  小池基之『日本農業構造論』時潮社、1944 年、64 ｰ 81 ﾍﾟｰｼﾞ。 





(43) 江藤、前掲論文（注 26）。 
(44) ここの議論は、ジェイムズ・スコット（James C. Scott, The Moral Economy 
of the Peasant, New Haven: Yale University Press, 1976.）、サミュエル・ポプ
キン（Samuel L. Popkin, The Rational Peasant: The Political Economy of Rural 




“Public Choice and Peasant Organization”, in Toward a Political Economy 
of Development: A Rational Choice Perspective, ed. Robert H. Bates, Berkeley 
and Los Angels: University of California Press, 1988, も参照のこと。 
(45) 近年の、いわゆる新制度学派の経済学の展開が、そのための重要なツールを
開発してきた。その展開に言及する準備もスペースもないが、この立場からのモラ
ル・エコノミー論批判として、Yujiro Hayami and Masao Kikuchi, Asian Village 
Economy at the Crossroads: An Economic Approach to Institutional Change, Tokyo: 
Tokyo University Press, 1981, chap. 2, をあげておきたい。 
